
 

 

令和６年度 

葉山町下水道事業会計予算 

 



議案第 10 号 

令和６年度 葉山町下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度葉山町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 整備区域面積                                        約４３３ha 

（２） 年間整備面積                                          約２ha 

（３） 主要な建設改良事業                                  

下水道整備推進事業                             １，３８４，７００千円 

下水道アセットマネジメント事業                         ３９６，８４８千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入                       支     出 

 第１款 下水道事業収益  １，３３２，２３３千円      第１款 下水道事業費用  １，３１４，３６３千円 

  第１項 営業収益      ３６１，６３３千円       第１項 営業費用    １，１９２，０５６千円 

  第２項 営業外収益     ９７０，６００千円       第２項 営業外費用      ９２，３０７千円 

       第３項 予備費        ３０，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６１２，

２０５千円は、消費税資本的収支調整額７５，８３７千円、当年度損益勘定留保資金３８３，０４０千円及び繰越利益剰

余金処分額１５３，３２８千円で補填するものとする。） 

 

収     入                       支     出 

 第１款 資本的収入    １，６９１，０５０千円      第１款 資本的支出    ２，３０３，２５５千円 

第１項 企業債       ８１３，０００千円       第１項 建設改良費   １，６７８，２７７千円 

第２項 他会計出資金     ５０，０００千円       第２項 企業債償還金    ６１４，９７８千円 

第３項 補助金       ８２８，０５０千円       第３項 予備費        １０，０００千円 

 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

款 項 事業名 総 額 年 度 年割額 

資本的支出 建設改良費 

中継ポンプ場 

非常用発電機電気設備更新工事 
３６１，０００ 

令和６年度 ４４，０００ 

令和７年度 ３１７，０００ 

浄化センター 

非常用発電機電気設備更新工事 
３４４，０００ 

令和６年度 ３８，０００ 

令和７年度 ３０６，０００ 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

事 項 期 間 限 度 額 

水洗化工事資金として融資した金融機関に対す

る損失補償 

令和６年度から 

令和 10 年度まで 

水洗化工事資金を融資した金融機関が損失を受け

た場合の元金の残額、期限後の利子及び延滞損害金 

 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

下水道事業 ８１３，０００ 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

事業の進捗その他の

都合により翌年度に

繰越して起債するこ

とができる。 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政府

資金及び地方公共団体

金融機構資金につい

て、利率の見直しを行

った後においては、当

該見直し後の利率） 

政府資金及び神奈川県資金については

その融資条件により、銀行その他の場

合にはその債権者との協定条件によ

る。ただし、町財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、又は繰上償

還若しくは低利に借換えすることがで

きる。 

 

（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用 

（２） 営業外費用 

（３） 特別損失 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第 10 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                                     ６９，９７０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第 11 条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計への補助金を受ける金額は、６００，０００千円とする。 

 

（利益剰余金の処分） 

第 12 条 繰越利益剰余金１５３，３２８千円は、次のとおり処分するものと定める。 

（１） 減債積立金 

 

 

   令和６年２月１３日提出 

葉山町長  山 梨  崇 仁 

-4-



 

 

令和６年度 

葉山町下水道事業会計予算に関する説明書 



（単位：千円）

１　下水道事業収益 1,332,233

１　営業収益 361,633

１　下水道使用料 323,372

２　その他営業収益 38,261

２　営業外収益 970,600

１　受取利息及び配当金 1

２　他会計補助金 600,000

３　長期前受金戻入 370,599

令　和　６　年　度　　葉　山　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

予定額 備考款 項 目
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（単位：千円）

１　下水道事業費用 1,314,363

１　営業費用 1,192,056

１　管路費 17,182

２　ポンプ場費 211

３　処理場費 325,859

４　普及促進費 3,641

５　業務費 12,848

６　総係費 57,178

７　減価償却費 724,697

８　資産減耗費 50,440

２　営業外費用 92,307

１　支払利息及び企業債取扱諸費 82,306

２　消費税及び地方消費税 10,000

３　雑支出 1

３　予備費 30,000

１　予備費 30,000

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考

-6-



（単位：千円）

１　資本的収入 1,691,050

１　企業債 813,000

１　企業債 813,000

２　他会計出資金 50,000

１　他会計出資金 50,000

３　補助金 828,050

１　国庫補助金 828,050

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額 備考
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（単位：千円）

１　資本的支出 2,303,255

１　建設改良費 1,678,277

１　管路建設費 214,617

２　ポンプ場建設改良費 61,000

３　処理場建設改良費 1,402,660

２　企業債償還金 614,978

１　下水道事業債償還金 614,978

３　予備費 10,000

１　予備費 10,000

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考
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(単位　千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益

　　固定資産減価償却費

　　固定資産除却費

　　長期前受金戻入額

　　引当金の増減額（△は減少）

　　受取利息及び配当金

　　支払利息

　　未収金の増減額（△は増加）

　　未払金の増減額（△は減少）

　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　小　計

　　受取利息及び配当金

　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

1

△ 82,306

421,180

△ 1,602

△ 1

82,306

△ 37,330

0

503,485

22,228

△ 370,599

令和６年度　葉山町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

33,346

724,697

50,440
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出

　　国庫補助金による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　企業債による収入

　　企業債の償還による支出

　　他会計からの出資による収入

　　逗子市からの負担金による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）

　　　資金期首残高

　　　資金期末残高 462,141

△ 614,977

0

248,023

△ 113,620

575,761

50,000

813,000

△ 1,535,596

752,773

△ 782,823
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１　総　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

0 7 0 29,143 26,169 55,312 14,658

0 8 0 31,242 23,924 55,166 15,421

0 △ 1 0 △ 2,099 2,245 146 △ 763

区 分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
期末手当 勤勉手当 児童手当

本　年　度 1,244 1,954 2,164 1,748 712 2,102 8,735 6,970 540

前　年　度 1,138 2,115 2,785 1,569 814 2,166 7,049 5,828 460

比　　　較 106 △ 161 △ 621 179 △ 102 △ 64 1,686 1,142 80

70,587

　　給　与　費　明　細　書

区　　　分
給　　　　与　　　　費 法　定

福利費

手
当
の
内
訳

職員数(人)

（単位：千円）

69,970

△ 617

本　年　度

前　年　度

比　　　較

合　計
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２　給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

増減額

231

201

△ 2,531

1,744

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たりの給与

　（２）　初任給

200,900

333,971

（単位：円）

一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職

174,900

48歳8月

高　校　卒

大　学　卒

174,900

200,900

区　　　分 一　般　行　政　職

令和５年１月１日現在

平　均　給　料　月　額

平　均　給　与　月　額

平　　均　　  年　　齢

平　均　給　料　月　額

平　均　給　与　月　額

平　　均　　  年　　齢

普通昇給等に伴う増加分

その他の増減分

444,844

一　般　行　政　職区　　　　　　　　　分

（単位：円）

増減事由別明細

321,943

令和６年１月１日現在 426,907

47歳5月

手　　当

△ 2,099

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区 分

給　　料

備考説明

1,744

給与改定に伴う増減分
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　（３）　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

0 0.0%

1 14.3%

0 0.0%

2 28.6%

1 14.3%

3 42.9%

0 0.0%

0 0.0%

7 100.00%

0 0.0%

1 14.3%

0 0.0%

3 42.9%

1 14.3%

2 28.6%

0 0.0%

0 0.0%

7 100.0%

区分 一　般　行　政　職

８級

７級

4

計

8

7

6

６級

２級

8

7

6

5

１級

部　　長

課　　長

課長代理

課長補佐
及び

係　　長

主　　査

５級

４級

主　　任

主　　事
及び

技　　師

主 事 補
及び

技 師 補

３級

令和６年１月１日現在

区　　分

令和５年１月１日現在

一　般　行　政　職

構成比職員数(人)級

4

3

計

3

1

2

2

1

5
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　（４）　期末手当・勤勉手当

(   )は、再任用職員の標準的支給率

　（５）　定年退職に係る退職手当

　（６）　その他の手当

12月（月分）

支給期別支給率
支給率計
（月分）

職制上の段階職務
の級等による加算

措置6月（月分）

(2.35)
有

備　　　考

(1.175) (2.35)
有

(1.175)
4.50

区　　　分

2.300

本　　　　　年　　　　　度
2.250

一　般　会　計　の　制　度
(1.175)

前　　　　　年　　　　　度
(1.200)(1.150)

2.250

47.709

2.200

2.250
有

24.586875 33.27075 47.709 -

33.27075

区　分
20年勤続の者

(月分)
25年勤続の者

（月分）

4.50

4.50

一　般　会　計　の　制　度
(支　　　給　　　率　　　等)

最高限度
(月分)

その他の
加算措置等

(1.175) (2.35)
2.250

-

47.709 47.709 - -

退 職 時
特別昇給

35年勤続の者
(月分)

支　　　給　　　率　　　等 24.586875

通　　勤　　手　　当

扶　　養　　手　　当

区分

同

同

同

一般会計の制度との異同

同住　　居　　手　　当

地　　域　　手　　当
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国庫補助金 企業債 その他
内　　部
留保資金

令和６年度 44,000 22,000 22,000 0 0 0 0 44,000 44,000 0 12.2%

令和７年度 317,000 158,500 158,500 0 0 0 0 0 0 317,000 87.8%

合計 361,000 180,500 180,500 0 0 0 0 44,000 44,000 317,000 100.0%

令和４年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

令和５年度 532,840 260,000 272,000 840 0 0 532,840 0 532,840 0 30.6%

令和６年度 1,053,326 552,550 500,700 76 0 0 0 1,053,326 1,053,326 0 60.5%

令和７年度 154,034 37,450 115,300 1,284 0 0 0 0 0 154,034 8.9%

合計 1,740,200 850,000 888,000 2,200 0 0 532,840 1,053,326 1,586,166 154,034 100.0%

令和５年度 185,000 101,750 83,200 50 0 0 185,000 0 185,000 0 44.6%

令和６年度 230,000 126,500 103,000 500 0 0 0 230,000 230,000 0 55.4%

合計 415,000 228,250 186,200 550 0 0 185,000 230,000 415,000 0 100.0%

令和６年度 38,000 19,000 19,000 0 0 0 0 38,000 38,000 0 11.0%

令和７年度 306,000 153,000 153,000 0 0 0 0 0 0 306,000 89.0%

合計 344,000 172,000 172,000 0 0 0 0 38,000 38,000 306,000 100.0%

中継ポンプ場
非常用発電機電気
設備更新工事

１　資本的
　　支出

１　建設
　　改良費

浄化センター
機械電気設備
更新工事

浄化センター
非常用発電機電気
設備更新工事

浄化センター等
整備事業

継　続　費　に　関　す　る　調　書

前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生（見

込）額

当該年度支
払義務発生

予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予

定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

備考
継続費の総
額に対する

進捗率

（単位：千円、％）

全　　体　　計　　画

款 項 事業名

年度 年割額

左　の　財　源　内　訳
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国庫補助金 企業債 その他

水洗化工事資金として融資した
金融機関に対する損失補償

　水洗化工事資金を融資した金融機
関が損失を受けた場合の元金の残
額、期限後の利子及び延滞損害金

- -

令和６年度

～

令和10年度

限度額に同じ - - 全額

浄化センター等運営事業
包括的民間委託

942,700 令和５年度 180,326

令和６年度
～

令和８年度

762,374 - - 全額

浄化センター等運営事業
モニタリング業務委託

10,880 令和５年度 1,859

令和６年度

～

令和８年度

9,021 - - 全額

浄化センター等整備事業
モニタリング業務委託

19,690 令和５年度 4,840

令和６年度

～

令和７年度

14,850 8,000 - 6,850

アセットマネジメント計画等
改訂業務委託

85,512 令和５年度 33,440

令和６年度

～

令和７年度

52,072 26,000 - 26,072

ウォーターPPP導入検討業務委託 105,281 令和５年度 55,000

令和６年度

～

令和８年度

50,281 41,000 - 9,281

限　度　額

左の財源内訳

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

当該年度以降の支払義務
発　 生　 予　 定　 額

事　　　項

前年度末までの支払
義務発生（見込）額
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(単位　千円)　

１　営業収益

（１）下水道使用料 293,975

（２）その他営業収益 38,261 332,236

２　営業費用

（１）管路費 15,625

（２）ポンプ場費 211

（３）処理場費 296,298

（４）普及促進費 3,615

（５）業務費 12,847

（６）総係費 56,182

（７）減価償却費 724,697

（８）資産減耗費 50,440

（９）その他営業費用 27,273 1,187,188

　　営業利益 △ 854,952

令和６年度  葉山町下水道事業会計予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

 
-17-



３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1

（２）他会計補助金 600,000

（３）長期前受金戻入 370,599

（４）雑収益 5 970,605

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債 82,306

　　　取扱諸費

（２）雑支出 1 82,307 888,298

　　経常利益 33,346

　　当年度純利益 33,346

　　前年度繰越利益剰余金 16,647

　　その他未処分利益剰余金変動額 647,219

　　当年度未処分利益剰余金 697,212
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(単位　千円)

１　固定資産

（１） 有形固定資産

　　ア 土地 155,743

　　イ 建物 891,161

　 　　減価償却累計額 227,416 663,745

　　ウ 構築物 23,294,456

　 　　減価償却累計額 4,096,893 19,197,563

　　エ 機械及び装置 2,148,901

　 　　減価償却累計額 590,804 1,558,097

　　オ 車両及び運搬具 8,388

　 　　減価償却累計額 1,508 6,880

　　カ 工具、器具及び備品 7,615

　 　　減価償却累計額 3,596 4,019

　　キ 建設仮勘定 519,228

　 　　有形固定資産合計 22,105,275

（２） 無形固定資産

　　ア ソフトウェア 0

　 　無形固定資産合計 0

　 　固定資産合計 22,105,275

２　流動資産

（１） 現金預金 462,141

（２） 未収金 174,002

　　 貸倒引当金 67 173,935

（３） その他流動資産 0

　　 流動資産合計 636,076

　　 資産合計 22,741,351

令和６年度  葉山町下水道事業会計予定貸借対照表

(令和７年３月３１日)

資産の部
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３ 固定負債
（１） 企業債
　　ア 公共下水道事業債 5,709,784

　　 固定負債合計 5,709,784

４ 流動負債
（１） 企業債
　　ア 公共下水道事業債 592,884

（２） 未払金 538,145

（３） 引当金
　　ア 賞与引当金 4,502

　　イ 法定福利費引当金等 866 5,368

　　 流動負債合計 1,136,397

５ 繰延収益
（１） 長期前受金 13,418,356

　　 長期前受金収益化累計額 2,522,126 10,896,230

　　 繰延収益合計 10,896,230

　　 負債合計 17,742,411

６ 資本金
（１） 固有資本金 3,330,453

（２） 繰入資本金 894,137

　　 資本金合計 4,224,590

７ 剰余金
（１） 資本剰余金
　　ア 国庫補助金 77,138

　　イ 受贈財産評価額 0 77,138

（２） 利益剰余金
　　ア 当年度未処分利益剰余金 697,212 697,212

　 　剰余金合計 774,350

　 　資本合計 4,998,940
　 　負債資本合計 22,741,351

負債の部

資本の部
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注  記 

 

１ 重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成する。 

 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

・減価償却の方法     定額法 

・主な耐用年数      建物（付属設備含む）     １５ ～ ５０年 

               構築物            ２８ ～ ５０年 

               機械及び装置          ６ ～ ２０年 

               車両及び運搬具         ４ ～  ６年 

               工具器具及び備品        ５ ～ １５年 

イ 無形固定資産 

・減価償却の方法     定額法 

・主な耐用年数      ソフトウェア               ５年 

 

（２） 引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

      職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

イ 賞与引当金及び法定福利引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給（支払）

見込額に基づき、当年度の負担に属する金額（１２月から３月までの４ヵ月分）を計上する。 

ウ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。 

 

-21-



 
 

（３） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のものも含

む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、６，３０２，６６８千円である。 

 

３ セグメント情報関連 

（１） セグメントの概要 

葉山町下水道事業会計では、下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略する。 
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令和６年度 

葉山町下水道事業会計予算 参考資料 



議案第10号参考資料

第１回定例会

令和６年２月13日

（単位：千円）

１ 下水道事業収益 1,332,233 1,295,796 36,437

１ 営業収益 361,633 353,849 7,784

１ 下水道使用料 323,372 313,511 9,861

１ 下水道使用料 323,372 　下水道使用料

２ その他営業収益 38,261 40,338 △ 2,077  

１ 下水道手数料 259
　指定工事店手数料
　責任技術者手数料

２ 雑収益 38,002
　し尿等負担金
　下水道使用料延滞金
　原子力損害賠償金

２ 営業外収益 970,600 941,947 28,653

１ 受取利息及び配当金 1 1 0

１ 預金利息 1 　預金利息

２ 他会計補助金 600,000 600,000 0

１ 他会計補助金 600,000 　他会計補助金

令　和　６　年　度　　葉　山　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算　　　参　考　資　料

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

予定額款 項 目 節 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額
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予定額款 項 目 節 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

３ 長期前受金戻入 370,599 341,886 28,713

１ 長期前受金戻入 370,599 　長期前受金戻入

４ 雑収益 0 60 △ 60

１ その他雑収益 0 　その他雑収益
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（単位：千円）

１ 下水道事業費用 1,314,363 1,216,932 97,431

１ 営業費用 1,192,056 1,088,294 103,762

１ 管路費 17,182 14,951 2,231

１ 原材料費 466 　原材料費

２ 修繕費 7,590 　修繕費

３ 委託費 7,852
　業務委託費
　清掃委託費

４ 工事請負費 1,223 　設置等簡易工事費

５ 負担金 51 　路面復旧工事県負担金

２ ポンプ場費 211 11,592 △ 11,381

１ 保険料 211 　火災保険料

３ 処理場費 325,859 297,562 28,297

１ 備消耗品費 495 　消耗品費

２ 修繕費 30,000 　修繕費

３ 使用料 348
　回線使用料
　情報使用料

４ 委託費 294,323
　業務委託費
　運搬処分委託費

５ 保険料 693 　火災保険料

４　普及促進費 3,641 3,384 257

１ 備消耗品費 19 　消耗品費

２ 印刷製本費 28 　印刷製本費

節

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考増減額
前年度
予定額

本年度
予定額
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節款 項 目 予定額 備考増減額
前年度
予定額

本年度
予定額

３ 通信運搬費 214 　通信運搬費

４ 委託費 21 　業務委託費

５ 補償費 1 　補償費

６ 補助交付金 3,358
　水洗化工事等助成金
　水洗化工事利子補給金

５ 業務費 12,848 11,509 1,339

１ 通信運搬費 12 　通信運搬費

２ 委託費 12,836 　徴収事務委託費

６ 総係費 57,178 56,875 303

１ 給料 18,875 　一般職

２ 職員手当等 14,948 　職員手当等

３ 賞与引当金繰入額 2,680 　賞与引当金繰入額

４ 報酬 398 　非常勤特別職委員報酬

５ 法定福利費 8,969 　法定福利費

６ 法定福利費引当金繰入額 478 　法定福利費引当金繰入額

７ 旅費 144
　職員旅費
　費用弁償

８ 備消耗品費 386 　消耗品費

９ 燃料費 132 　燃料費

10 修繕費 101 　修繕費

11 通信運搬費 42 　通信運搬費

12 使用料 61
　通行料等使用料
　情報使用料
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節款 項 目 予定額 備考増減額
前年度
予定額

本年度
予定額

13 委託費 9,680 　業務委託費

14 負担金 124 　協会等負担金

15 保険料 74
　自動車損害保険料
　見学会参加者保険料

16 公課費 5 　自動車重量税

17 報償費 14 　謝礼

18 貸倒引当金繰入額 67 　貸倒引当金繰入額

７ 減価償却費 724,697 670,923 53,774

１ 有形固定資産減価償却費 724,697 　有形固定資産減価償却費

８　資産減耗費 50,440 21,498 28,942

１　固定資産除却費 50,440 　固定資産除却費

２ 営業外費用 92,307 108,638 △ 16,331

１ 支払利息及び
   企業債取扱諸費

82,306 98,637 △ 16,331

１ 企業債利息 82,306 　企業債利息

２ 消費税及び地方消費税 10,000 10,000 0

１ 消費税及び地方消費税 10,000 　消費税及び地方消費税

３ 雑支出 1 1 0

１ その他雑支出 1 　その他雑支出

３ 予備費 30,000 20,000 10,000

１ 予備費 30,000 20,000 10,000

１ 予備費 30,000 　予備費
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（単位：千円）

１　資本的収入 1,691,050 983,520 707,530

１　企業債 813,000 434,000 379,000

１　企業債 813,000 434,000 379,000

１　公共下水道事業債 813,000 　公共下水道事業債

２　他会計出資金 50,000 80,000 △30,000

１　他会計出資金 50,000 80,000 △30,000

１　他会計出資金 50,000 　他会計出資金

３　補助金 828,050 465,500 362,550

１　国庫補助金 828,050 465,500 362,550

１　国庫補助金 828,050
　社会資本整備総合交付金
　防災・安全交付金

４　その他資本的収入 0 4,020 △4,020

１　その他資本的収入 0 4,020 △4,020

１　その他資本的収入 0

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

予定額款 項 目 節 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

-28-



（単位：千円）

１　資本的支出 2,303,255 1,590,254 713,001

１　建設改良費 1,678,277 985,782 692,495

１　管路建設費 214,617 64,131 150,486

１　給料 10,268 　一般職

２　職員手当等 7,518 　職員手当等

３　賞与引当金繰入額 1,321 　賞与引当金繰入額

４　法定福利費 4,972 　法定福利費

５　法定福利費引当金繰入額 246 　法定福利費引当金繰入額

６　使用料 792 　情報使用料

７　委託費 40,000 　設計委託費

８　工事請負費 147,500 　下水道事業工事費

９　補償費 2,000 　補償費

２　管路改良費 0 17,050 △17,050

１　工事請負費 0

３　ポンプ場建設改良費 61,000 0 61,000

１　委託費 17,000 　設計委託費

２　工事請負費 44,000 　下水道事業工事費

節

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額
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節款 項 目 予定額 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

４　処理場建設改良費 1,402,660 904,601 498,059

１　旅費 286 　普通職員旅費

２　委託費 81,048 　業務委託費

３　工事請負費 1,321,326 　下水道事業工事費

２　固定資産購入費 0 4,577 △4,577

１　有形固定資産購入費 0 4,577 △4,577

１　工具・器具及び備品 0

２　車両運搬具 0

３　企業債償還金 614,978 597,895 17,083

１　下水道事業債償還金 614,978 597,895 17,083

１　公共下水道事業債償還金 614,978 　公共下水道事業債償還金

４　予備費 10,000 2,000 8,000

１　予備費 10,000 2,000 8,000

１　予備費 10,000 　予備費
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